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就任にあたって

理事長　大 西　　裕

初めに、小川有美前理事長をはじめとする前理
事の方々、また、事務局を担い会務を見事に遂行
してくださった若松邦弘前常務理事、網谷龍介、
安藤裕介、古賀光生前幹事に心よりお礼を申し上
げます。とりわけ 2020年の研究大会、総会は政
治学会として初のオンライン開催となり、誰も対
処方法が分からない中、無事大会開催までこぎつ
けてくださったことに改めて感謝の念を表しま
す。
この間次期の理事会や事務局での意見交換を通
して、今後の課題として受けとめていることを 3
点挙げます。第1点は、新型コロナウィルスへの
対応です。年初から流行を開始した新型コロナ
ウィルスによるパンデミックはいまだに終息の影
も見えておらず、特効薬もワクチンも登場してお
りません。パンデミックは、われわれの日常を大
きく変えてしまい、政治学研究・教育のあり方に
も大きな影響を与えています。オンライン授業が
当たり前になり、対面授業のあり方の見直しも急
速に進みました。学術雑誌のオンライン化の必要
性は以前から言われていましたが、より急務に
なってきていると考えられます。本学会ではこれ
までも政治学教育のあり方がセッションで議論さ
れることがありましたが、ウィズコロナ時代及び
それ以後についての議論が考えられるでしょう。
今年の研究大会がオンライン開催となったのもこ
の影響ですが、危機はイノベーションももたらし
ます。学会に限らず様々な研究集会にオンライン
開催が増えたことは、研究交流のあり方に変化を
もたらしています。対面の良さとオンラインの長
所をうまく取り入れた学会運営のあり方が、今後
のテーマとなります。未知の領域として、パンデ
ミックが我々の研究対象である政治現象そのもの

を変質させている可能性があり、この変化がもた
らすものは広範囲に及ぶと考えられます。
第2点は、関連学会との連携の模索と強化です。
少子高齢化時代の波は政治学の世界にも押し寄せ
つつあります。少子高齢化の進行は一般的に現役
世代の負担を高め、成長率の低下を招きやすいと
考えられますが、政治学の領域でも無縁ではあり
えません。政治学会は日本を代表する政治学系の
学会ですので、政治学の発展により一層の貢献が
求められます。個々の研究者の負担を軽減し、と
りわけ若手研究者のサポートを進め、成長率の低
下を招かない対策が必要で、そのためには、「さ
まざまなアプローチの “meeting place” としての
この学会の役割」（齋藤純一理事長「就任にあたっ
て」（日本政治学会会報No. 72, 2016年）より）を
活かして、関連する他の学会との連携を進め、政
治学全体の発展のための大同団結を図っていかね
ばならないと考えております。世界政治学会
（IPSA）との連携や外国学会との研究交流のあり
方も大きな課題です。
第3点は、多様性への配慮です。前理事会にお
いて、女性研究者の学会参画に関する検討WG最
終報告書が提出されました。そこでも指摘されて
いますように、女性研究者の学会活動への参画は
未だ不十分で、障壁が存在します。女性研究者は
もちろんのこと、様々な属性・バックグラウンド
を持つ研究者の研究交流を容易にする方策を、政
治学会として検討していかねばなりません。
この 9月に発足した新しい理事会・事務局は、
これから 2年間、微力ながらもこれらを含め様々
な課題に取り組んでまいります。会員の皆様に
は、引き続き学会の運営にご協力をたまわります
ようお願い申し上げます。
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新役員紹介（2020年–2022年）
理事長
大西　裕（神戸大学）

2021年度企画委員長
宇野　重規（東京大学）

2022年度企画委員長
待鳥　聡史（京都大学）

年報2022-Ⅰ号編集委員長
三浦　まり（上智大学）

年報2022-Ⅱ号編集委員長
五百旗頭　薫（東京大学）

年報2023-Ⅰ号編集委員長
高安　健将（成蹊大学）

年報2023-Ⅱ号編集委員長
井柳　美紀（静岡大学）

2020‒2021年査読委員長
堤　英敬（香川大学）

2021‒2022年査読委員長
杉之原　真子（フェリス女学院大学）

英文雑誌編集委員長
若松　邦弘（東京外国語大学）

2021年文献委員長
浅野　一弘（日本大学）

2022年文献委員長
谷口　尚子（慶應義塾大学）

2022年書評委員長
遠藤　乾（北海道大学）

2023年書評委員長
池谷　知明（早稲田大学）

研究交流委員長
曽我　謙悟（京都大学）

国際交流委員長
近藤　康史（名古屋大学）

選挙管理委員長
青木　栄一（東北大学）

倫理委員長
福島　康仁（日本大学）

IPSA担当理事
久保　慶一（早稲田大学）

2021年度開催校担当理事
岩崎　正洋（日本大学）

2022年度開催校担当理事
渡辺　博明（龍谷大学）

常務理事
安井　宏樹（神戸大学）

幹事
砂原　庸介（神戸大学）

幹事
梶原　晶（関西大学）

幹事
関　智弘（熊本県立大学）

幹事
ヒジノ　ケン　ビクター　レオナルド
（京都大学）

監事
坂本　治也（関西大学）

監事
竹中　佳彦（筑波大学）
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2021年度研究大会企画公募のお知らせ

2021年度企画委員長　宇 野　重 規

2021年度日本政治学会研究大会は、2021年9月
25日（土）～26日（日）に日本大学にて開催されま
す（新型コロナウイルスの感染拡大状況により開
催形式は変わりますので、随時、学会ウェブサイ
トをご確認ください）。企画委員会では、研究大
会の企画を募集します。応募の締め切りは、2021
年1月15日（金）です。多くの会員の皆様のご応
募をお待ちします。報告および企画の採否は、企
画委員会が合議によって決定します。開設分科会
の総数に上限があること、近年応募数が増加して
いること、そして企画委員会企画を優先すること
から、応募者の提案や希望に沿えない場合が出て
くる可能性もあります。また、企画委員会の判断
で、ご希望のものとは別の分科会やカテゴリーに
移っていただく場合もあります。これらの点を、
予めご承知おきくださいますようお願いします。
応募される場合には、以下、1～3をお読みになっ
た上で、応募手続きをしてください。
1．公募するカテゴリーについて
①公募企画
任意のテーマ（ただし政治学に関するもの）
で、司会者・報告者（2～3名）・討論者（1～2名） 
をセットとする分科会の企画を募集します。「国
際交流公募企画」として、海外の研究機関に所属
する登壇者を含む英語の分科会を企画することも
可能です。
②自由論題
任意のテーマ（ただし政治学に関するもの）
で、個人の報告を募集します。企画委員会が複数
の報告を組み合わせ、司会・討論者を選定して分
科会を設定します。 
③政治学のフロンティア（ポスターセッション）
任意のテーマ（ただし政治学に関するもの）
で、ポスター形式による報告を募集します。 
2．応募にあたっての留意事項 
（1）登壇数の制限について
会員は、2021年度の研究大会において、司会
者・報告者・討論者としてそれぞれ 1回ずつ、合

計3回まで登壇可能です（ポスターセッションも
報告者として含みます）。複数の論文に共著者と
して名前を連ねることは可能ですが、報告者とし
て登壇できるのは 1回のみとなります。ただし、
企画委員会が特別に認める場合は、この限りでは
ありません。 
（2）登壇者の会員資格について
登壇者（司会者・報告者・討論者）は、会員で
あることを原則とします（ただし、企画委員会が
特に認める場合にはこの限りではありません）。
共著論文に関しては、共著者全員が会員であるこ
とが望ましいですが、非会員が含まれることも例
外的に認めます。ただし、登壇者は会員に限りま
す。申請時点で非会員の場合、2021年度研究大
会までに会員となる必要があります（理事会によ
る承認のため、極力2021年5月末までに入会を申
請してください。それ以降の申請の場合、承認が
間に合わない可能性があります）。国際交流公募
企画として応募される場合には、海外の研究機関
に所属する方に限り、非会員でも登壇することが
できます。ただし、申し込み責任者は会員に限り
ます。
（3）報告概要・報告論文の提出について
報告者は、報告概要・報告論文の提出を義務づ
けられます。「日本政治学会総会・研究大会企画・ 
報告申込システム」（後述）を用いて行ってくだ
さい。
（4）使用言語について
報告要旨および報告論文は、「日本語または英
語」とします。報告・討論の言語は日本語としま
す。国際交流公募企画以外の報告・討論において
も英語の使用を希望される場合には、企画委員長
までお問い合わせください。
3．応募の手続き
「日本政治学会研究大会企画・報告申込システ
ム」を通じて、応募をお願いします（報告要旨・
報告論文提出も同システムを利用します）。
応募期限は、2021年1月15日（金）です。同シ
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ステムには、学会ウェブサイトからお進み下さ
い。利用には、会員番号（非会員の場合、ログイ
ン ID）・パスワードが必要です。ログイン後、申
込者情報（氏名・メールアドレス・会員種別・所
属・電話番号・連絡先住所）をご登録の上、メ
ニューに従い、「自由論題・政治学のフロンティ
ア（ポスターセッション）応募」または「公募企 
画・各委員会企画の応募」の何れか 1つを選んで
下さい。
◆自由論題・政治学のフロンティア（ポスター
セッション） の応募に際しては、最初の画面で、
a. 発表形式（自由論題または政治学のフロン
ティア（ポスターセッション）の何れか 1
つを選択してください） 

b. 報告の分野（選択してください） 
c. 報告タイトル 
d. 報告概要（全角600字程度） 
次の画面で 
e. 報告者氏名・フリガナ・所属
の各項目をご入力ください。 
◆公募企画の応募に際しては、最初の画面で、 
a. 企画の種類（公募企画を選択してくださ

い） 
b. 企画タイトル 
c. 企画の分野（選択してください） 
d. 企画趣旨と各報告概要（併せて全角1,000
字程度） 

次の画面で 
e. 氏名・フリガナ・所属（司会者、報告者、
討論者などの全員、報告者にあっては報告
タイトル）

の各項目をご入力ください。
なお、国際交流公募企画として応募される場合
は、企画趣旨の冒頭に「【国際交流企画】」という
表記を加えてください。
企画・報告申込システムは 4年目の運用となり
ます。毎年改善しておりますが、不備等ございま
したら、今後の改善の参考のためにもご意見等を
お寄せ下さい。
お問い合わせは以下にお願いいたします。
2021年度企画委員長 宇野重規 uno[at]iss.
u-tokyo.ac.jp宛てで、件名を「日本政治学会2021
年度大会関係問い合わせ」として下さるようお願
いします。

「分野別研究会」2021年度研究大会分科会設置申請のお知らせ

研究交流委員長　曽 我　謙 悟

日本政治学会では、学会を会員に対して広く聞
かれたものとする目的で研究交流委員会を設置
し、その下で多数の「分野別研究会」が活発な活
動を行っています。
分野別研究会は、研究大会において分科会設置
を申請することができます。2021年度研究大会
にて分科会の設置を希望する分野別研究会責任者
には、「日本政治学会研究大会　企画・報告申込
システム」を利用して、応募および報告論旨・報
告論文の提出を行っていただきます。申請に際し
ては、「2021年度研究大会企画公募のお知らせ」
（『会報』3‒4頁）を参照してください。応募期限
は、2021年1月15日となります。分科会設置に
関しては、研究交流委員会が審査を行い、かつ最

終的には企画委員会との協議の上で決定しますの
で、すべての申請が認められるわけではありませ
ん。この点をあらかじめご了承ください。
なお、分野別研究会の新規設置申請は随時受け
付けておりますが、学会メーリングリストでお知
らせした通り、分科会設置を希望される場合は、
2020年12月16日までにご申請下さい。
新規の分野別研究会設置ならびに研究大会分科
会企画についてご質問のある方は、下記までご連
絡ください。

研究交流委員長　曽我謙悟
（soga[at]law.kyoto-u.ac.jp）
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『年報政治学』独立論文ならびに特集論文公募のお知らせ

査読委員長　堤 　　英 敬

『年報政治学』では論文を公募しています。公
募論文は、「特集」テーマに関連した「特集論文」
と、特定のテーマにとらわれない「独立論文」の
2種類に区分されます。「独立論文」は、特定の
締切り期日を設けず受け付けています。ただし編
集の都合上、2021年度第II号（2021年12月刊行
予定）に掲載を希望される会員は、2021年3月20
日までに下記のメールアドレスまで原稿をご提出
ください。
公募論文には査読による審査が行われます。審
査を公正かつ迅速に行うため、正副委員長のほか
5名の委員からなる査読委員会が設けられていま
す。査読委員会は、原則として会員の中から査読
者を選び、査読結果にもとづいて掲載論文を決定
いたします。論文投稿の詳細については、日本政
治学会ホームページに掲載されている「論文投稿
規程」及び「査読委員会規程」をご覧ください。

なお、二重投稿は規程により禁止されていること
を申し添えます。
＊ 原稿送付先（電子メールのみ） submission[at] 
jpsa-web.org 
＊投稿規程
独立論文・特集論文ともに学会ホームページ

（http://www.jpsa-web.org/publish/nenpo.html）
に掲載されている投稿規程に則り、メールにて上
記へ送付してください。投稿規程により、未発表
でない論文、論文の分量（注、参考文献、図表を
含め原則20,000字以内）を超過している論文、ま
た応募時点の年度の会費を納入済みでない会員の
論文は受理できませんので、投稿前に必ず規程を
ご確認ください。分量の計算については、http://
www.jpsa-web.org/bunnryou.html を併せてご参
照ください。

『年報政治学』2021年度第Ⅱ号特集論文公募のお知らせ

年報2021年第Ⅱ号編集委員長　平 田　　 武 
査読委員長　堤 　　英 敬

2021年度第Ⅱ号（2021年12月刊行予定）の
テーマは「新興デモクラシー諸国の変貌」です。
20世紀の第4四半期にデモクラシーへの移行を実
現し固定化に成功したとされる諸国において、
2010年代以降、巨大な変容が観察されるように
なってきています。中道右翼・中道左翼の既存主
流派政党の少なくとも片方、場合によっては両方
が失墜し、多くのケースで新興政党が突如として
浮上して政権を担当するまでに至っています。中
道左翼政党の失墜が強権的な中道右翼単独政権を
もたらし、憲法裁判所の権限削減などを通して法
の支配を脅かしてデモクラシーの退行を引き起こ
していると指摘されるケースもあります。政権
フォーミュラの刷新によって、これまでゲットー

化されていた共産党が閣外協力する政権が誕生し
たケースもあります。はたして、同時に観察され
ているこれらの変容には共通する要因があるので
しょうか。新興デモクラシー諸国における主流派
政党の失墜は、より長い歴史を誇るデモクラシー
諸国の、より根付いている主流派政党にとって、
何かを予示しているのでしょうか。ケース・スタ
ディ、比較研究、理論的な論攷を歓迎します。
原稿の締め切りは 2021年3月20日とします。
投稿原稿は学会ホームページ（http://www.
jpsa-web.org/publish/nenpo.html）に掲載されて
いる投稿規程に則り、査読委員会の電子メールア
ドレス宛（submission[at]jpsa-web.org）にご送付
下さい。
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『年報政治学』2022年度第Ⅰ号特集論文公募のお知らせ

年報2022年度第Ⅰ号編集委員長　三 浦　ま り 
査読委員長　堤 　　英 敬

2022年度第Ⅰ号（2022年6月刊行予定）のテー
マは「コロナ禍とジェンダー」を予定していま
す。新型コロナウィルスの感染拡大及び対策は社
会の歪みを露呈させ、社会的不平等が個々人の生
に及ぼす影響が以前とは比較にならないほど高
まっています。同時に、感染対策の効果をめぐり
各国のガバナンスの違いにも注目が集まっていま
す。ポストコロナの社会に向けてどのような経済
社会モデルが目指され、またより公正な社会の実
現に向けてどの様な政治が出現しているのでしょ
うか。政治学からはコロナ禍に関する様々な分析
が可能ですが、本特集ではジェンダー／インター

セクショナリティの視点に基づき権力構造を分析
することに主眼を置きます。種々の脆弱性に着目
したコロナ禍の影響分析や、私的領域及びイン
フォーマルな権力構造にも射程を広げた分析を歓
迎します。
投稿の締め切りは 2021年10月20日です。投稿
原 稿 は、 学 会 ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.
jpsa-web.org/publish/nenpo.html） に掲載されて
いる投稿規程に則り、査読委員会の電子メールア
ドレス宛に（submission[at]jpsa-web.org） お送り
下さい。

『年報政治学』2022年度第Ⅱ号特集論文公募のお知らせ

年報2022年度第Ⅱ号編集委員長　五百旗頭　薫 
査読委員長　堤 　　英 敬

2022年度第Ⅱ号（2022年12月刊行予定）の
テーマは、「幕末・明治期の国際関係再考」です。
両大戦を経て独立国の数が増える一方で、グ
ローバル化によって主権の制約も拡大・深化して
います。今世紀に入ってからの 9.11 テロ、リー
マン・ショック、欧州難民危機、新型コロナウィ
ルスといった事件も、国家による監視・管理・救
済への機運を高めつつ、国家間ないし国際機関と
の協力・調整を要請するものでした。何らかの主
権への制約が、一国の外交政策だけでなく、広く
内政、法制、社会にどう影響するかについての知
識を増やす必要があるように思われます。

これに資する論文を、西洋中心の国際関係に参
入し、主権の制約と回復を経験した、そして研
究・史料の蓄積がある、幕末・維新期をフィール
ドに公募します。外交史研究はもちろんですが、
より学際的な論文も歓迎します。
投稿の締め切りは、2022年3月20日とします。
投稿原稿は、学会ホームページ（http://www.
jpsa-web.org/publish/nenpo.html）に掲載されて
いる投稿規程に則り、査読委員会の電子メールア
ドレス宛（submission[at]jpsa-web.org）にご送付
ください。
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研究業績自己申告のお願い

2021年文献委員長　浅 野　一 弘
例年のように、本年も以下の要領で、『年報政
治学』に会員の皆様の研究業績を「学界展望」と
して掲載いたします。所定の研究業績自己申告書
（学会ホームページで様式をダウンロードしてく
ださい）を用いて、主な業績の自己申告をお願い
いたします。その際、各業績の〈専門分野〉を指
定してください。〈専門分野〉については、以下
の専門別分野一覧でご確認のうえ、ご申告いただ
きますようお願い申しあげます。特に、自己の研
究業績を複数の〈専門分野〉にまたがって申告さ
れる場合、その申告分野の数だけ当該業績の図
書、抜刷、またはコピーを同封してください。な
お、紙幅の関係上、自己申告された業績のすべて
を掲載できない場合もありますので、あらかじめ
ご了承願います。

1. 申告対象期間：2020年1月1日～2020年12月
31日までに刊行された業績。
提出にあたっては、図書、抜刷、またはコピー

を必ず同封してください。特に、自己の研究業績
を複数の〈専門分野〉にまたがって申告される場
合、その申告分野の数だけ当該業績の図書、抜
刷、またはコピーを同封してください。たとえ
ば、ある業績を「政治理論」分野と「政治過程
論」分野の両方で申告される場合、当該業績を 2
部提出していただくこととなります。
なお、同封された図書・抜刷・コピーなどは返
却いたしませんので、ご注意ください。
2. 申告業績本数：主なもの 1、2本。
3. 専門分野：以下の専門別分野一覧でご確認の
うえ、〈専門分野〉の番号をご記入ください。

4. 締め切り：2021年1月25日（月）（消印有効）
5. 送り先：〒101‒8375
東京都千代田区神田三崎町2‒3‒1
日本大学法学部
浅野一弘　気付
日本政治学会文献委員会
（※送り先は学会事務局ではありません。予
算の都合上、封筒・切手・宅急便代などは各

自でご負担くださいますようお願い申しあげ
ます。なお、FAXによる提出は受けつけて
おりません）。

6. 問い合わせ先：日本大学法学部　浅野　一弘
E-mail: k-asano[at]sapporo-u.ac.jp

7. 研究業績自己申告書の様式
研究業績自己申告書の様式は、学会ホームペー
ジからダウンロードしてお使いください。ただ
し、研究業績自己申告書の Eメール等での送信
は受けつけておりません。必ずプリントアウト
し、図書、抜刷、またはコピーとともに、文献委
員会宛てに郵送してください。
8. 専門別分野一覧
110　政治思想
111　アジア政治思想
112　ヨーロッパ政治思想
113　アメリカ政治思想
114　ロシア（ソ連）・東欧政治思想
115　政治哲学

120　政治史
121　アジア政治史
122　ヨーロッパ政治史
123　アメリカ政治史
124　ロシア（ソ連）・東欧政治史
125　グローバル・ヒストリー

130　比較政治・地域研究
131　アジア比較政治・地域研究
132　アフリカ比較政治・地域研究
133　オセアニア比較政治・地域研究
134　中東比較政治・地域研究
135　中南米比較政治・地域研究
136　北米比較政治・地域研究
137　ヨーロッパ比較政治・地域研究
138　ロシア（ソ連）比較政治・地域研究

140　国際政治・国際関係論
141　国際政治経済論
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142　国際機構論
143　国際政治史・外交史
144　安全保障論
145　平和研究
146　内戦研究
147　国際政治思想

150　日本政治
151　日本政治思想
152　日本政治史
153　日本外交史
154　現代日本政治
155　地域政治

160　行政学
161　行政史
162　行政組織論
163　地方自治
164　公共政策
165　都市行政

170　政治学方法論
171　政治理論
172　数理
173　計量分析
174　実験
175　政治教育

180　政治制度論
181　選挙制度
182　議会
183　政党論
184　利益団体論
185　司法
186　憲法
187　国家論
188　政治体制論
189　軍・政軍関係

190　政治社会論
191　政治過程論
192　社会運動論
193　政治意識論・投票行動
194　政治心理学
195　政治文化論
196　福祉国家論
197　政治経済学
198　メディア研究
199　ジェンダー論

200　アイデンティティ政治
201　宗教と政治
202　ナショナリズム
203　エスニシティと政治
204　政治的リーダーシップ

理事選挙を電子投票で実施する可能性についてのお知らせ

日本政治学会事務局

新型コロナウイルスの感染が広く生じているこ
とから、選挙管理委員の移動や集合、選挙事務で
の郵送等を最小限のものとすべく、2021年度に実
施される日本政治学会理事選出選挙については、
従来の郵送による投票ではなく、電子投票で行う
ことを検討中です。その準備の一環として、2020
年度第2回理事会（2020年7月19日開催）におい
て「2021年度に実施される日本政治学会理事選
出選挙に関する規程」が承認されました。ただ、
新型コロナウイルス感染症の流行状況に左右され
る問題ですので、最終的な決定は、12月に予定さ

れている理事会で行う予定としております。具体
的な実施方法等につきましては、実施が決まりま
したら、会員の皆様にお知らせいたします。
なお、学会メーリングリストをご利用になりま
すと、学会からのお知らせをいち早く受け取るこ
とができます。メーリングリストを登録されてい
るのに長期間届いていない会員の方や、新規に登
録を希望される方は、業務委託先の（株）国際文
献社までお問い合わせください（日本政治学会会
員業務窓口（株）国際文献社 jpsa-post[at]bunken.
co.jp）。
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「『年報政治学』論文投稿規程」ならびに 
「『年報政治学』査読委員会規程」の改定

前理事長　小川　有美

以下の規程の改定が、2020年度第1回理事会
（2020年5月30日開催）にて決定いたしましたの
で、ご案内いたします。

『年報政治学』論文投稿規程（改定部分のみ）

（1） 「5. 論文の分量」を以下に変更（英語論文の
語数の変更および総字数とその内訳の記入）
・日本語論文の場合、原則として 20,000字以
内（注、参考文献、図表を含む）とします。
文字数は、日本政治学会ウェブサイト「投稿
論文の分量について」にしたがって計算し、
投稿メールの本文に総字数とその内訳を記入
してください。論文の内容から 20,000字に
どうしても収まらない場合には、超過を認め
ることもあります。ただし査読委員会が論文
の縮減を指示した場合には、その指示に従っ
てください。
・英語論文の場合、9,500語（words）以内（注、
参考文献、図表を含む）とします。文字数
は、日本政治学会ウェブサイト「投稿論文の
分量について」にしたがって計算し、投稿
メールの本文に総字数とその内訳を記入して
ください。論文の内容から 9,500 語にどうし
ても収まらない場合には、超過を認めること
もあります。ただし査読委員会が論文の縮減
を指示した場合には、その指示に従ってくだ
さい。

（2） 「8. 論文の形式」に以下を追加（Online 
Appendix に関する記載）
・論文を構成する本文・図表・注・参考文献以
外で、論文を理解するためにウェブ上で提供

したい付録資料（Online Appendix）がある
場合は、PDF ファイルにして論文ファイル
と一緒に送付してください。ただし、付録資
料は査読審査の対象外となります。また、付
録資料（Online Appendix）の分量は論文本
編の分量を超えてはなりません。投稿論文が
『年報政治学』に掲載される際、査読委員会
が公開を認めた付録資料のみ学会の HP に
アップロードされます。

（3） 「9. 投稿の方法」の第一項目を以下に変更
（提出ファイル形式の変更）
・論文の投稿は、ワード形式の電子ファイル
と、そのファイルをもとに作成した PDF
ファイルを、『年報政治学』査読委員会が指
定する電子メールアドレス宛てに、メールの
添付ファイルとして送信してください。投稿
メールの件名（Subject）には、「年報政治学
投稿論文の送付」と記入してください。

『年報政治学』査読委員会規程（改定部分のみ）

（1） 「7.」の最終文を以下に変更（英語論文の語
数の変更）
A ないし C の論文において、その分量が
20,000字（英語論文の場合には 9,500語）を超
えている場合には、査読者は論文の内容が制限
の超過を正当化できるかどうか判断し、必要な
場合には論文の縮減を指示することとする。

＊両規程の全文は、『年報政治学』2020-II号に
記載されています。
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「2021年度に実施される日本政治学会理事選出選挙に関する規程」 
の制定について

前理事長　小川　有美

以下を制定することが、2020年度第2回日本政
治学会理事会（2020年7月19日開催）にて決定
いたしましたので、ご案内いたします。

2021年度に実施される日本政治学会理事選出選
挙に関する規程

第一条　 日本政治学会理事・監事選出規程に定め
る理事選出について、2021年4月1日か
ら 2022年3月31日の間に実施される会
員による選挙は、同規程第六条の方法に

替えて、電子投票の方法によって行うこ
とができるものとする。

第二条　 第一条による電子投票の実施に際して
は、具体的な実施方法についてあらかじ
め理事会の承認を得なければならない。

第三条　 本規程の改正および廃止は理事会の議決
を経て行う。この議決のない場合、本規
程は 2022年3月31日に廃止される。

（2020年7月19日制定）

新型コロナウィルス感染拡大に関する対応について

日本政治学会事務局

本年春以降の新型コロナウィルス感染拡大に伴
い、日本政治学会の活動にも影響が出ておりま
す。以下に、本年10月末時点（本会報の原稿作
成時）までの主な変更をご報告いたします。

・日本政治学会2020年度総会を、会場（京都大
学吉田キャンパス）から全面オンライン使用に
変更して開催しました（9月27日）。
・日本政治学会2020年度研究大会を、会場（京
都大学吉田キャンパス）から全面オンライン使
用に変更して開催しました（9月26・27日）。
・理事会について、2019年度の第5回以降、オン
ラインで開催しております。また、2020年度

に入ってからは例年より開催回数が多くなって
います。
2019年度第5回（3月18～29日）　資料回覧
にて開催
2020年度第1回（5月30日）、第2回（7月19
日）、第3回（9月26日）、第4回（9月27日）
いずれも Zoomによるオンライン開催

・国際交流関係の事業で、派遣と受け入れを中心
に、中止・変更が生じています
・日本政治学会への入会申込について、電子メー
ルを利用した受付を行っております。
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女性参画検討WG アンケート調査結果について

女性研究者の学会参画に関する検討ワーキンググループ　座長 

　鈴 木　絢 女

小川有美前理事長のもとで設置された女性研究
者の学会参画に関する検討ワーキンググループ
（以下、WG）は、女性会員の学会活動への参画
状況の実態把握とその阻害要因の特定を目的とす
るアンケート調査を、2020年8月6日～31日にか
けて行いました。調査は、学会メーリングリスト
およびホームページ上で協力を要請し、賛同者が
オンラインで回答する形式で行われ、会員の
11.8% にあたる 215人のご協力を得ることができ
ました。内訳は、女性88人（女性会員の 34.6%）、
男性123人（男性会員の 7.8%）、性別について回
答を希望しない方が 4人でした。
主な結果は次のとおりです。
1. 過去5年間の総会・研究大会に登壇者とし
て参加する割合には目立った男女差はみら
れませんでしたが、見学者として参加する
割合は、例年10 ポイント以上女性のほう
が低くなりました。また、懇親会への出
席、総会・研究大会および懇親会への満足
度、将来の総会・研究大会および懇親会へ
の参加意欲も、女性のほうが 10 ポイント
以上低くなりました。

2. 育児責任のある回答者は、そうでない回答
者に比べて総会・研究大会に見学者として
参加する割合が 10 ポイント以上低く、と
りわけ女性でその傾向が強くみられまし
た。また、育児責任のある回答者の 63.0%
が、託児所があれば総会・研究大会に参加
しやすくなると回答しています。

3. 過去5年間の総会・研究大会とその準備過
程でハラスメントを経験したと回答した人
数は 36人（全回答者の 16.7%）で、女性

は 24人（ 同 じ グ ル ー プ の 回 答 者 の
27.3%）、男性10人（同8.1%）、性別の回答
を希望しないグループでは 2人（同50.0%）
でした。性別を問わずハラスメント被害が
報告されていますが、なかでも研究員など
の職位の低い会員と女性が、より高いリス
クにさらされていることも明らになりまし
た。ハラスメント経験がもたらした影響に
ついては、「回答しない」を選択した回答
者（55.6%）以外のすべての回答者が、な
んらかの影響を受けたと答えており、なか
でも、研究者としてのキャリアや研究活動
に影響が出たと答えた割合は、女性のほう
が高くなりました。

4. 学会のハラスメント防止・解決体制につい
ては、既存制度で十分であるとした回答者
が 23.3% にとどまり、改善を要するとした
回答者が多数でした。改善策として、回答
者の約半数が、ハラスメントの定義の明確
化や解決・防止規定の設置を、3割弱が相
談窓口の設置を希望しています。

以上のアンケート調査のほか、WGでは会員・
役員・年報執筆者名簿、研究大会プログラムにも
とづく調査を行い、その結果を『女性研究者の学
会参画に関する検討ワーキンググループ最終報告
書』としてまとめ、理事会に提出しました（理事
会議事録は 18頁をご参照ください）。なお、同報
告書は学会ホームページからアクセスすることが
できます。
最後に、アンケート調査に賛同し、多様性のあ
る魅力的な学会づくりのために貴重なご意見をく
ださった会員各位に、心から感謝いたします。
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第2回若手論文優秀賞の決定について

前理事長　小 川　有 美

日本政治学会では、若手会員の研究活動を奨励
し顕彰するとともに、学会を通じた研究活動をさ
らに活性化するために、「日本政治学会若手論文
優秀賞」を設けています。第2回の受賞作には、
厳正な審査の結果、次の 2点が選ばれました。

井関竜也「なぜ国は州政府を憲法裁判所に訴
えるのか―選挙戦略としての訴訟提起―」
（『年報政治学』2020-Ⅰ号掲載）

末木孝典「明治期議院規則における傍聴規定
の成立過程―選挙権なき女性の政治参加を論
点として―」（『年報政治学』2020-Ⅰ号掲載）

授賞式は 2020年9月26日（土）15時半からオン
ラインで開催され、受賞者による挨拶がおこなわ
れました。

「日本学術会議第25期新規会員任命に関する声明」 
についてのお知らせ

理事長　大 西　　 裕

このたび、日本政治学会理事会として以下の声
明を発出したことをお知らせいたします。

日本学術会議第25期新規会員任命に関する声明

日本学術会議の第25期の発足にあたり、同会
議が推薦した会員候補者105名のうち、6名が内
閣総理大臣による任命から外されました。
6名のなかには、本学会の理事である宇野重規
氏も含まれています。宇野氏は私たちの尊敬する
同僚であり、日本学術会議法第17条が定める「優
れた研究又は業績がある科学者」として推薦され
るにふさわしいと考えます。
本学会は、学会としては特定の政治的見解を標
榜しないことを原則としています。しかし、見解
の多様性は擁護されるべきです。異なる見解が共
存・競争することこそが、何よりも研究の発展を
促し、有益な知見を生み出すからです。そして、
その多様性の基盤となる学問の自律性は、最大限
に尊重されなければなりません。

以上の観点から、日本学術会議が 10月2日付
で提出した「第25期新規会員任命に関する要望
書」に賛同し、同会議が推薦した通りに会員が任
命されることを希望します。

（以上）

本事案生起後、多くの理事・会員のみなさまか
らさまざまなご意見をお寄せいただきました。こ
の件について、理事長としてメールを通じて理事
のみなさまのご意見を伺ったうえで、10月18日
（日）には理事懇談会を開催いたしました。この
案件は単純な多数決で決定すべきではなく、理事
のみなさまのご見解を慎重に検討しました。その
うえで、理事会として合意のとれる範囲で、かつ
政治学会としての見識を示すという観点から何ら
かの声明を出したいと考えました。
理事懇談会において、今後の対応について上記
の方針をお示しし、ご議論いただきました結果、
賛否両論ございましたが、最終的には、理事会と
して声明を発するという方針へのご理解を頂戴い
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たしました。その声明につき、理事の先生方のご
協力をいただきながら、事務局で文案を作成しま
した。理事会の持ち回り審議において、慎重なご
意見もございましたが、最終的にはご理解を得ら
れましたので、声明文を確定し、このたびの発出

となりました。
当事者となってしまわれた宇野先生におかれて
は、ご心痛のほどやいかばかりかと拝察しており
ます。この場を借りて改めてお見舞い申し上げま
す。

日本政治学会2020年度第1回理事会議事録

1. 日　時：2020年5月30日（土）15時30分～
17時25分

2. 場　所：オンライン開催
3. 出席者： 小川有美（理事長）、浅野一弘、

五百旗頭薫、磯崎典世、岩崎正洋、
牛山久仁彦、宇野重規、遠藤乾、遠
藤誠治、小川原正道、大西裕、粕谷
祐子、鏑木政彦、唐渡晃弘、久保慶
一、小南浩一、近藤康史、鈴木絢
女、高橋一行、高安健将、谷口尚
子、田村哲樹、堤英敬、外池力、名
取良太、平田武、福島康仁、待鳥聡
史、三浦まり、水戸克典（以上、理
事）、若松邦弘（常務理事）、網谷龍
介、安藤裕介、古賀光生（以上、幹
事）、安井宏樹（次期常務理事、陪
席）

4. 議題
〈審議事項〉
（1） 2020年度予算案について
小川理事長から、予算案については例年3月理
事会で審議しているところ、本年については通常
の形態での開催が不可能だったため予算案を示す
のみとなり、今回理事会での審議となったことが
確認された。その上で、国際交流委員会など例年
通りの執行が難しいと思われる費目があるもの
の、他の費目も含めて今後の変動を予測すること
が難しいため、予算段階ではそれを織り込んだ変
更は行わず、決算の際に調整する方針で編成した
ことが説明された。若松常務理事からは、前年度
からの主な変更点として年報印刷費の額について
の説明が行われた。木鐸社時代に比べ 200万円弱
の増加となっているが、この予算額でも近時の公

募論文の応募増加を完全に吸収しうるか不透明で
あり、予算を超過した場合は予備費からの支出と
することとなる。また全体としても、年報印刷費
の増加を他費目の削減によって補うことは現状で
もすでに難しいこと、剰余金があるため単年度の
赤字があっても当座は耐えられる状況であるが、
全体として厳しい収支状況であることが指摘され
た。この説明をうけて 2020年度予算は原案通り
承認された。

（2） 監事の選任について
小川理事長から、犬塚元監事が任期満了となる
ため、大西次期理事長とも相談の上、日本政治学
会理事・監事選出規程第10条に基づいて、後任
の幹事として坂本治也会員（関西大学）の選任を
提案する旨が示され、承認された。任期は 2020
年総会における報告と了承を経て、3年間であ
る。

（3）  『年報政治学』の投稿・査読に関する諸規程
の改定について
若松常務理事から、『年報政治学』の投稿規定
および査読規定について、二つの点に関する改訂
の必要があることが説明された。第一は、Japa-
nese Political Science Review の休刊に関連する
改訂であり、『年報政治学』への英文論文投稿の
増加がありうることから、ページ数を増加させず
に両誌の間の語数上限の開きを小さくする点につ
いてであり、筑摩書房との折衝の結果9500 
words とすることが可能であるとされた。第二の
点は、査読委員会に対して、Online Appendix の
可否について照会があったことへの対応である。
これについて、鏑木査読委員長からさらに説明が
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あり、Online Appendix については、投稿時の公
平性に鑑みて規程の中に組み入れたこと、現状で
それが多く用いられる分野以外にも対応できるよ
う一般化した規程としたこと、Appendix それ自
体は査読の対象外となることを原則としたこと、
などの骨子が説明された。なお付随的に、投稿時
の電子ファイルの形式について、この 2年間投稿
実績のない一太郎形式を廃止したことも説明され
た。提案は承認され、即時適用されることも確認
された。

（4） 総会・研究大会の実施について
小川理事長から、この間、オンラインを含めて
総会・研究大会の実施の方策の検討のために、事
務局、三浦企画委員長、唐渡理事で数度協議して
いるほか、遠藤晶久会員（早稲田大学）にアドバ
イザーを委嘱し、助言を仰いでいることが紹介さ
れた。このような検討を踏まえて、まず、会場開
催の場合でも懇親会は中止し、ポスターセッショ
ンも現地では実施せず、受付も設置しないこと、
オンライン開催の場合には報告者はペーパー公開
を以て報告を成立させたものと認め、討論者との
質疑を推奨すること、そしていずれの場合も非会
員の参加は想定しないこと、が大きな方針として
示された。その上で、最終的な実施の形態を、7
月20日に始まる週に行われる理事長、企画委員
長、開催校理事の三者の協議に一任することを、
理事会として決定することが提案された。
唐渡理事からは京都大学の状況について、教室
使用許可が出ないと会場開催はできないが、現状
では 7月末まですべてオンラインでの授業となっ
ていることが説明された。三浦委員長からは、現
地開催とオンライン開催の中間的な形態をとるこ
とは不可能ではないが、運営コストが高くなるこ
とを考えれば、二者択一の形で検討すべきである
との見解が示された。5・6月に実施される他学
会の状況などについての情報提供も含めて検討し
た結果、会場開催の可能性を最後まで残しつつオ
ンライン開催の準備を進めるという趣旨で、原案
通り承認された。

（5） 入退会承認について
小川理事長から、入会手続に関して、書類その

ものへの推薦者の署名の取得が困難である場合を
鑑み、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点か
ら、当面の間、入会申請者と推薦者の電子メール
のやり取りの写しなどを通じて推薦が確認できる
ものについては、入会申請を受領することが提案
され、承認された。若松常務理事より、13名の
入会申請があったことが報告され、いずれも承認
された。なお 2020年3月の第5回理事会時点で会
員数は 1842名であり、年度末の会費未納退会者
を含む退会者42名を差し引き、本理事会時点で
の会員数は 1813名となることが報告された。

（6） その他
女性研究者の学会参画に関する検討ワーキング
グループによる調査の一環として、会員を対象と
するアンケートが必要であることが指摘されたた
め、小川理事長より、これを実施することが提案
され、承認された。なおウェブアンケートの形式
で行い、経費は発生しない見込みである。
若松常務理事から、新入会員への事後的な送付
のために保存している年報のバックナンバーにつ
いて、必要な保存期間経過後のできるだけ有効な
活用方法を検討していたが、いずれにせよ小さく
ない手間や経費が発生することから、5冊を残し
廃棄処分とすることが提案され、承認された。

〈報告事項〉
（1） 次期理事の選任について
小川理事長から、次期理事について今井貴子、
徳久恭子の 2名の会員が新たに選出されたことが
報告された。

（2） 国際文献社との契約について
小川理事長から、2019年12月の第4回理事会
での委任をうけて、2020年3月11日に業務委託
契約を更新したことが報告された。

（3）  2020年度日本政治学会若手論文優秀賞の選
考について
宇野理事から、選考作業の途中経過が報告され
た。
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（4）  女性研究者の学会参画に関する検討ワーキン
ググループ中間報告
ワーキンググループ座長の鈴木理事から、中間
報告の概要が説明された。あわせて今後の作業予
定が示されたほか、調査を行う上で名簿の整備や
職位・職階のコード化などが必要であることも指
摘された。最終報告書は 9月に開催される理事会
に提出される予定である。

（5） 事務局報告
小川理事長から、現理事会の構成員が確認され
た。次期理事会の議事録がニューズレターには記
載されないため、次期理事の追加的選出が行われ
た場合に記録が残らないおそれがあるためであ
る。現理事の選考委員会は、2017年9月23日お
よび同年12月9日に開催されており、以下の会員
が選考理事として理事に選出された。押村高（青
山学院大学）、五百旗頭薫（東京大学）、磯崎典世
（学習院大学）、宇野重規（東京大学）、鹿毛利枝
子（東京大学）、粕谷祐子（慶應義塾大学）、鏑木
政彦（九州大学）、柄谷利恵子（関西大学）、唐渡
晃弘（京都大学）、近藤康史（筑波大学）、鈴木絢
女（同志社大学）、田村哲樹（名古屋大学）、堤英
敬（香川大学）、平田武（東北大学）、待鳥聡史
（京都大学）。なお押村会員は選出された後、都合
により辞退された。
小川理事長からは、世界政治学会の 2020年リ
スボン大会が延期となり、同学会理事の任期も延
長して 3年とする打診があったため、粕谷IPSA
担当理事、大西次期理事長と相談して調整を進め
ていることも報告された。また推薦依頼があった

件について、日本学術振興会賞については被推薦
者の選出が困難であり書類準備が相当量必要であ
ることから、日本学術振興会育志賞については、
若手論文優秀賞受賞者が有資格の場合に推薦する
ことが承認されているものの今回の受賞者が大学
院在籍者ではなく応募資格がないことから、とも
に推薦を見送ったことが報告された。
若松常務理事からは以下の 3点について改めて
注意が喚起された。既に理事会で承認されたよう
に、今年度より大会論文ダウンロードパスワード
がニューズレターに記載される。『年報政治学』
掲載論文の転載許可に関し、出版社によって対応
が異なり岩波書店と木鐸社の発行分については許
諾が必要である。J-Stage への登載に関して、刊
行後登載までの期間について木鐸社と筑摩書房で
は契約上の相違があるため、より遅く発行された
号が先に登載されることがある。

（6） その他
2020年度第2回理事会および 2020年度総会を
以下の通り開催する予定であることが報告され
た。なお研究大会がオンライン開催となる場合
は、改めて告知が行われる。
2020年度第2回理事会
日時：2020年9月26日（土）12:20‒13:00
場所： 京都大学（会場は後日案内いたします）
2020年度総会
日時：2020年9月27日（日）11:30‒12:30
場所： 京都大学（会場は後日案内いたします）

以上

日本政治学会2020年度第2回理事会議事録

1. 日　時： 2020年7月19日（日）14時00分～15
時35分

2. 場　所：オンライン開催
3. 出席者： 小川有美（理事長）、浅野一弘、

五百旗頭薫、磯崎典世、岩崎正洋、
牛山久仁彦、宇野重規、大西裕、粕
谷祐子、鏑木政彦、唐渡晃弘、久保

慶一、近藤康史，鈴木絢女、高橋一
行、高安健将、谷口尚子、田村哲
樹、堤英敬、外池力、名取良太、平
田武、福島康仁、待鳥聡史、三浦ま
り、森正（以上、理事）、若松邦弘
（常務理事）、網谷龍介、安藤裕介
（以上、幹事）、安井宏樹（次期常務
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理事、陪席）、青木栄一（次期理事、
審議事項（1）陪席）

4. 議題
〈審議事項〉
（1） 次回理事選挙について
小川理事長から、議事の開始に先立って、新理
事会で選挙管理委員長就任が予定されている青木
栄一次期理事の審議事項（1）における陪席が提
案され、承認された。
続いて小川理事長より、2021年に実施される
理事選挙について、新型コロナウィルスの感染状
況に鑑み、郵送でのやりとりや選挙事務のための
移動・会合を最小限とするため、電子投票を検討
したいとの意向が示されたことが紹介され、電子
投票を実施する場合には本年秋の総会で会員に案
内するために、次期理事会と相談しつつ現理事会
で必要な手続きを開始したいとされた。青木次期
理事からは、現在予定されている実施方法の概
要、期待されるメリット、費用、留意点などが説
明された。説明を踏まえ、小川理事長から、今回
は恒久的な規程の改定は行わず，来年度の選挙に
ついて電子投票を可能にするため時限規程を制定
したいとして、「2021年度に実施される日本政治
学会理事選出選挙に関する規程」が提案され、承
認された。

（2） 総会・研究大会の会場外実施に関わる規則に
ついて
既に承認されている総会のオンライン開催に伴
い、現行の規程等で対応できない点について暫定
的なルールの制定が必要であるとして、Zoomを
利用した総会の開催の具体的な方法についての説
明を踏まえ、小川理事長より、新規入会希望者の
取り扱いについて提案が行われた。従来は研究大
会中の理事会で入会を認めていたため、大会当日
まで入会処理が行われていなくても、当日の承認
を経てすぐに総会に参加することができたが、オ
ンライン開催に伴って大会サイトのログイン ID
とパスワードが必要になるため、当日承認された
新会員の総会・研究大会参加が不可能になる危険
がある。そこで、事前に入会の暫定承認を行い
IDとパスワードの通知を行うのが提案の骨子で
ある。さらに、若松常務理事から具体的な運用と

して、一週間前を目途に事務局が定めた一定の期
限までに到着した申請について、ID，パスワー
ドの通知に限定した暫定参加資格を与え、大会期
間中の理事会で正式な承認を与えるが、不承認の
場合は暫定参加資格を撤回すること、登壇者の場
合には緊急性があるため別の取り扱いも可能とす
ること、が提案された。高安理事からは、2017
年6月24日に制定された仮承認についての内規と
の整合性について確認がなされ、小川理事長から
同内規はいったん廃止とし、本提案は今大会のみ
に適用されること、次回以降の内規制定について
は新理事長と相談する、という位置づけが示され
た。暫定参加資格に総会の議決権は含まないこと
を確認した上で、本提案は承認された。

（3） 2020年度日本政治学会若手論文優秀賞の選
考結果について
小川理事長から、選考の手続きが確認され、当
初はメールでの稟議を予定していたが、臨時の理
事会開催となったため、ここで審議することと
なった経緯が確認された。宇野選考委員長から、
『年報政治学』2019-II および 2020-I号掲載の 17
本の公募論文を対象として審議を行い、井関竜也
「なぜ国は州政府を憲法裁判所に訴えるのか――
選挙戦略としての訴訟提起――」（『年報政治学』
2020-Ⅰ号掲載）、末木孝典「明治期議院規則にお
ける傍聴規定の成立過程――選挙権なき女性の政
治参加を論点として――」（『年報政治学』2020-Ⅰ
号掲載）を推薦することで委員会の意見が一致し
た旨の報告があった。この選考委員会の推薦に基
づいて、上記の論文2本を選出することが理事会
により決定された。

（4） 女性研究者の学会参画に関する検討ワーキン
ググループのアンケートについて
小川理事長から、前回の理事会で実施を承認し
たアンケートの実施に際して、個人情報にかかわ
ることでもあるため理事会のコメントが必要だと
考え議題としたこと、またアンケートの実施にあ
たって倫理的観点を事前に検討することが一般的
になっているため、倫理委員会の所掌としては明
示されていないものの、倫理委員会に検討を依頼
したことが経緯として紹介された。牛山倫理委員
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長からは、7月12日に倫理委員会を開催し、所掌
については明文の規定がある上、プライバシーや
名誉の問題に関わる慎重な検討が必要であるた
め、今回は審議を行なわず、次期委員会に引き継
ぐこととした旨が報告された。
次にワーキンググループ座長の鈴木絢女理事よ
り内容についての説明が行われ、個人識別の回避
のため年齢を 5年刻みとしていることや、生デー
タについて 5年間は同志社大学で管理しその後廃
棄することなどが紹介された。説明を踏まえて個
別の質問項目についての審議が行われ、個別のハ
ラスメント案件についての申告ではなく状況調査
という目的であることをどう反映させるか、ニー
ズ調査は必要であるものの学会としての対応能力
には限界があるためどのような設問を置くか、と
いった点が議論された。議論を踏まえて質問内容
をさらに検討し、アンケートを実施することが承
認された。

（5） 入退会承認について
若松常務理事より、10名の入会申請があった
ことが報告され、いずれも承認された。なお
2020年3月の第5回理事会時点で会員数は 1813名
であり、退会者4名を差し引き、本理事会時点で
の会員数は 1819名となることが報告された。内

訳は、一般会員1438名、終身会員163名、シニア
会員46名、学生会員172名である。

〈報告事項〉
（1） 総会・研究大会の実施について
小川理事長から、遠藤晶久会員に研究大会オン
ライン実施アドバイザーを委嘱済みであることが
報告された。また京都大学に対してこれまでの開
催校としての準備に謝意が示された。三浦企画委
員長からは、実施形態の希望調査の状況について
説明があり、ウェビナーによるリアルタイム実施
が中心となり、録画有無は混在する対応になる見
込みであること、支出は会場実施よりも少ない額
に抑えられる見込みであることが報告された。

（2） その他
2020年度第3回理事会および 2020年度総会を
以下の通りオンラインで開催する予定であること
が報告された。
2020年度第3回理事会
日時：2020年9月26日（土）12 : 20‒13 : 00
2020年度総会
日時：2020年9月27日（日）11 : 30‒12 : 30

以上

日本政治学会2020年度第3回理事会議事録

1. 日　時：2020年9月26日（土）12時20分～
13時10分

2. 場　所：オンライン開催
3. 出席者： 小川有美（理事長）、浅野一弘、

五百旗頭薫、磯崎典世、岩崎正洋、
牛山久仁彦、宇野重規、遠藤乾、遠
藤誠治、大西裕、鹿毛利枝子、粕谷
祐子、鏑木政彦、柄谷利恵子、唐渡
晃弘、久保慶一、小南浩一、近藤康
史、鈴木絢女、高橋一行、高安健
将、谷口尚子、田村哲樹、堤英敬、
外池力、名取良太、平田武、福島康
仁、三浦まり、水戸克典、森正（以

上、理事）、竹中佳彦（監事）、若松
邦弘（常務理事）、網谷龍介、安藤
裕介、古賀光生（以上、幹事）、安
井宏樹（次期常務理事、陪席）

4. 議題
〈審議事項〉
（1） 入退会承認について
申請の承認に先立って、いくつかの事項につい
て取り扱いが確認された。一点目は入会申込書の
研究業績が空欄となる場合であり、修士課程在籍
の大学院生については、入会を認めることとした
時点で当然想定されることであることから、また
出版社の編集者に関しては実務家に相当するもの
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とみなしうることから、いずれも業績がなくとも
入会を承認することが提案され、承認された。次
に、大学院博士課程を単位取得退学したのち、現
在は学部生としての資格において学生会員での入
会を申請している事例の会員種別が議題とされ、
本人の了承を確認の上、一般会員として入会を認
め得るとの案が了承された。
これを踏まえて若松常務理事より、13名の入
会申請があったことが報告され、1名について
は、一般会員としての入会についての本人の同意
を確認するために決定を保留することとされた。
残る 12名については入会が承認された。なお
2020年7月の第2回理事会時点で会員数は 1819名
であり、退会者4名を差し引き、本理事会時点で
の会員数は 1827名となることが報告された。内
訳は、一般会員1442名、終身会員163名、シニア
会員47名、学生会員175名である。

（2） 女性研究者の学会参画に関する検討ワーキン
ググループ報告
鈴木座長から、ワーキンググループ最終報告書
の内容が紹介された。会員名簿、研究大会登壇
者、オンライン調査などにもとづき、報告書で、
①育児責任、②ハラスメント、③研究ネットワー
クからの孤立、④学会の意思決定や主流の活動に
おける女性の少なさの 5つの要因を女性参画の障
壁として指摘していること、その上で、①女性の
積極的登用、②女性のネットワーク形成支援、③
ハラスメント対策、④多様性のある学会運営、⑤
主権者教育の 5点を提案していることが説明され
た。オンライン調査の結果としては、女性の研究
大会見学および懇親会への参加が男性に比して
10 ポイント以上低く、育児責任のある女性回答
者でその傾向がより顕著だったこと、全回答者の
16.7%（女性回答者の 27.3%、男性回答者の 8.1%）
がハラスメント経験ありと答えたことなどが紹介
された。
この内容紹介を踏まえて、小川理事長から本報
告書を学会ウェブサイトに掲載することが提案さ
れ、承認された。

（3） オーストラリア政治学会との交流について
小川理事長から、既に理事会で承認されてい

る、オーストラリア政治学会からの交流協定締結
提案への積極対応に関して、先方から協定案が提
示されたことが紹介された。修正が必要となる点
の指摘を久保国際交流委員長からは受けており、
次期理事会に検討を引き継ぎたいとの提案がなさ
れ、承認された。

〈報告事項〉
（1） 企画委員会からの報告
三浦企画委員長から、大会が順調に進んでいる
旨が報告され、遠藤晶久オンライン実施アドバイ
ザー、唐渡開催校担当理事に謝意が示された。

（2） 2021年度研究大会開催校からの報告
小川理事長から、日本大学での開催が決定して
いる 2021年度総会・研究大会が 2021年10月2・
3日の実施となる見込みが報告され、岩崎開催校
担当理事からその日程での開催準備を進めている
ことが報告された。〈事務局追記〉　その後、9月
25日・26日への予定変更が理事会に報告された。

（3） 委員会等報告
①査読委員会
鏑木委員長から、投稿と査読の状況が報告され
た。2020-Ⅰ号については、29本の投稿があり、
うち 11本が掲載可とされた。2020-Ⅱ号について
は、投稿本数は 13本であり、うち 8本が掲載可
とされた。
②倫理委員会
牛山委員長から、倫理委員会の役割や制度設計
に関して今後理事会が留意すべき事項について報
告がなされた。背景には、「女性研究者の学会参
画に関する検討ワーキンググループ」の報告でも
触れられているように、本学会での倫理委員会の
役割の拡大を検討すべき状況がある。現行の委員
会規程においては、倫理委員会は理事長から付託
された案件について審理を行うものとされてお
り、訴えそれ自体の窓口とはなっていない。また
理事長の付託に基づいた審議に際しても、所属組
織において、あるいは裁判を通じて判断が下され
ている場合は別として、それがない場合に係争中
の案件において先行的に判断を行うことは、限ら
れた資源の下では困難である。
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そこで同ワーキンググループの提案にあるよう
な機能を倫理委員会が果たすためには、それを可
能にするような制度設計の理事会での検討が求め
られるとの認識から、以下のような留意事項が提
示された。まず、学会活動におけるハラスメント
や学会誌における剽窃について申し立てる窓口に
ついて検討が必要である。また、ハラスメントの
問題について専門的に対応する体制を整えなけれ
ば、対応や判断は困難である。さらに、その種の
問題に学会が関与するにあたって、学会に対して
訴訟が提起された場合に対応する体制を構築して
おくことも検討する必要がある。このような具体
的な論点を含めて、日本政治学会として倫理委員
会が扱う事項に関してどのような体制を作るの
か、という検討が必要であると指摘された。な
お、この委員長報告は現行の倫理委員会の職掌に
は定められていない事項であるため、委員会とし
て正式に審議したものではないが、委員との情報

交換を踏まえたものであることが付言された。
③英文雑誌編集委員会
五百旗頭委員長から、Japanese Political Sci-
ence Review の第5号に対して 7本の投稿があり、
2本が掲載可となり既にオンラインで刊行された
こと、本号を以て休刊が予定されていることが報
告された。
④年報2020-Ⅱ編集委員会
田村委員長から、編集委員による論文5本と投
稿による論文1本により特集が組まれることとな
り、刊行作業が進められていることが報告され
た。

（4） 事務局報告
理事・監事の総会への参加が呼びかけられ、昨
年の総会後に活動のあった委員会については報告
が予定されていることが告知された。

以上

日本政治学会2020年度第4回理事会議事録

1. 日　時： 2020年9月27日（日）12時30分 ～
13時10分

2. 場　所：オンライン会議システム Zoom会議
3. 出席者： 大西裕（理事長）、青木栄一、浅野

一弘、五百旗頭薫、池谷知明、今
井貴子、井柳美紀、岩崎正洋、牛
山久仁彦、宇野重規、遠藤乾、遠
藤誠治、大庭三枝、鏑木政彦、久
保慶一、小南浩一、近藤康史、品
田裕、杉之原真子、曽我謙悟、高
橋一行、高安健将、武田宏子、谷
口尚子、田村哲樹、堤英敬、外池
力、徳久恭子、平田武、福島康仁、
待鳥聡史、三浦まり、若松邦弘、
渡辺博明（以上理事）、安井宏樹
（常務理事）、坂本治也、竹中佳彦
（以上監事）、梶原晶、砂原庸介、
関智弘、ヒジノ・ケン（以上幹事）

4. 議題
冒頭に、大西理事長より Zoomの機能を用いた

録音・録画が提案され、了承された。

〈審議事項〉
（1） 顧問の委嘱について
大西理事長より、日本政治学会規約第9条およ
び第10条の規定に基づき、小川有美前理事長に
顧問を委嘱したいとの提案がなされ、承認され
た。

（2） 倫理委員会規程の改定について
大西理事長から、前理事会のワーキンググルー
プの報告を受けて、ハラスメントに関する学会と
しての対応を検討するため、日本政治学会倫理綱
領に基づき倫理委員会での審議をお願いしたい旨
が示された。ただし、新たに就任する 3名の理事
に加えて、前理事会からの経緯を把握している牛
山前委員長を加えて 4名で検討を開始して頂きた
いとの方針も示された。そこで、大西理事長よ
り、委員数を増員可能とする倫理委員会規程の改
定が提案され、承認された。
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（3） 各委員会委員の承認について
大西理事長から、倫理委員会規程第3条に基づ
き、倫理委員会の委員として以下の提案があり、
承認された。
①倫理委員会
福島康仁（委員長、日本大学）、今井貴子（成
蹊大学）、牛山久仁彦（明治大学）、品田裕（神戸
大学）
また、次期理事会で承認済みの以下の委員が確
認された。
②2021年度企画委員会
宇野重規（委員長、東京大学）、荒見玲子（名
古屋大学）、大川千寿（神奈川大学）、作内由子
（独協大学）、西川賢（津田塾大学）、早川誠（立
正大学）、伏見岳人（東北大学）、前田幸男（東京
大学）、ケネス・マッケルウェイン（東京大学）、
松本佐保（名古屋市立大学）
③2022年度企画委員会
待鳥聡史（委員長、京都大学）、出雲明子（東
海大学）、大村啓喬（滋賀大学）、乙部延剛（大阪
大学）、楠綾子（国際日本文化研究センター）、古
賀光生（中央大学）、外山文子（筑波大学）、秦正
樹（京都府立大学）、松林哲也（大阪大学）
④年報2022-Ⅰ号編集委員会
三浦まり（委員長、上智大学）、岡野八代（同
志社大学）、武田宏子（名古屋大学）、申琪榮（お
茶の水女子大学）、荒見玲子（名古屋大学）
⑤年報2022-Ⅱ号編集委員会
五百旗頭薫（委員長、東京大学）、松居宏枝

（同志社大学）、福岡万里子（国立歴史民俗博物
館）、大西楠・テア（専修大学）、稲吉晃（新潟大
学）、市川智生（沖縄国際大学）、松沢裕作（慶応
義塾大学）
⑥年報2023-Ⅰ号編集委員会
高安健将（委員長、成蹊大学）、空井護（北海
道大学）、辻由希（東海大学）、加藤雅俊（立命館
大学）、池谷知明（早稲田大学）、田中嘉彦（白鷗
大学）
⑦2021年文献委員会
浅野一弘（委員長、日本大学）、石川敬史（帝
京大学）、小尾美千代（南山大学）、勝田美穂（岐
阜協立大学）、丹羽文生（拓殖大学）、平井一臣
（鹿児島大学）、前嶋和弘（上智大学）、宗像優

（九州産業大学）、藪長千乃（東洋大学）、渡邉容
一郎（日本大学）
⑧2022年文献委員会
谷口尚子（委員長、慶應義塾大学）、梅田道生

（駒澤大学）、鎌原勇太（横浜国立大学）、坂井亮
太（中央学院大学）、中井遼（北九州市立大学）、
中谷美穂（明治学院大学）、馬路智仁（東京大学）、
林嶺那（福島大学）、稗田健志（大阪市立大学）
⑨2022年書評委員会
遠藤乾（委員長、北海道大学）、遠藤知子（大
阪大学）、福田宏（成城大学）、山本健太郎（北海
学園大学）、魚住弘久（熊本大学）、田中拓道（一
橋大学）、加藤雅俊（立命館大学）、西山真司（関
西大学）、千田航（釧路公立大学）
⑩研究交流委員会
曽我謙悟（委員長、京都大学）委員：政治理
論・政治思想：河野有理（東京都立大学）、政治
史：板橋拓己（成蹊大学）、比較政治・地域研究：
高橋慶吉（大阪大学）、国際政治・国際関係論：
神江沙蘭（関西大学）、行政学・地方自治：清水
直樹（高知県立大学）、政治過程：大村華子（関
西学院大学）
⑪国際交流委員会
近藤康史（委員長、名古屋大学）、佐々田博教

（副委員長、北海道大学）、安周永（日韓交流小委
員会委員長、龍谷大学）、岡田勇（日台交流小委
員会委員長、名古屋大学）、（日欧交流小委員会委
員長：廃止）
⑫選挙管理委員会
青木栄一（委員長、東北大学）、秋吉貴雄（中
央大学）、大谷基道（獨協大学）、鈴木潔（専修大
学）、辻由希（東海大学）

（4） 英文雑誌の休刊について
大西理事長から、理事会として正式に英文雑誌
を休刊することが提案され、承認された。

〈報告事項〉
（1） 理事選挙の電子投票について
新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、前理
事会で「2021年度に実施される日本政治学会理
事選出選挙に関する規程」が制定されたことを踏
まえ、2021年度に実施される理事選出選挙では
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電子投票を検討しており、最終決定については
12月の理事会で改めて諮ることが報告された。

（2） 開催校ならびに開催校理事の報告
2021年度開催校の岩崎理事から、2021年度の
大会は日本大学での開催を予定していることが報
告された。
＊2021年度総会・研究大会の日程については、
当初報告していた日程から、2021年9月25
日(土)・26日(日) に変更することが事後に
理事会に報告された。
2022年度開催校の渡辺理事から、2022年度の
大会について 10月の第1週を中心にその前後に
おいて龍谷大学での開催を検討していることが報
告された。

（3） 各種委員会報告
2021年度企画委員会の宇野委員長から、来年
度の大会開催に向けて準備を進めていることが報
告され、仮に対面での開催に戻るとしても部分的
にオンラインの参加があるかなど、進め方につい

て検討したい旨が示された。2022年度企画委員
会の待鳥委員長からもオンラインの活用について
検討して欲しいという要望が出された。大西理事
長からは、今年度のオンラインでの大会実施につ
いて検証したうえで検討したいとの回答がなされ
た。
国際交流委員会の近藤委員長から、オーストラ
リア政治学会と交流協定が結ばれた場合には、副
委員長の佐々田委員が担当することが報告され
た。久保IPSA担当理事からは、本年開催予定
だった IPSAが来年に延期となり、粕谷前理事が
1年間IPSA理事を継続することが報告された。

（4） 事務局報告
特になし

（5） 2020年度第5回理事会の開催について
2020年12月19日（土）15時からオンラインに
よる開催の予定となることが報告された。

以　上

2020年度日本政治学会総会議事録

1. 日　時： 2019年10月6日（日）11時30分 ～
12時25分

2. 場　所：オンライン開催
3. 開会挨拶
唐渡晃弘大会開催校担当理事より、2020年度
総会の開会が宣言された。
4. 理事長挨拶
小川有美理事長から学会への社会の期待につい
て挨拶があり、また、韓国政治学会会長の祝辞が
紹介された。
5. 総会・研究大会のオンライン開催について
若松邦弘常務理事から、総会・研究大会が、京
都大学のキャンパスでの開催からオンライン開催
に変更された経緯が述べられた。また、研究大会
のオンライン実施アドバイザーの遠藤晶久会員へ
の委嘱、オンライン開催に際して生じた経費、会
員とは異なる ID・パスワードを設定した上で専

用の参加費徴収システムを設定する必要から非会
員参加を断念したことなどが説明された。
6.  新型コロナウィルス感染拡大に伴う学会業務
上の対応について
若松常務理事から、理事会のオンライン開催、
入会申し込みの電子メールによる受付、多くの国
際交流事業の一時的な停止、など学会業務の現況
が説明された。
7. 2019年度決算・監査について
若松邦弘常務理事より、2019年度第5回理事会

（電子メールによる審議、2019年3月18～29日開
催）で承認された 2019年度決算について資料に
基づき報告が行われた。ついで竹中佳彦監事よ
り、2020年3月11日に業務委託先である国際文
献社において犬塚元監事と共に実施した監査につ
いて、適正に決算が行われていると認めた旨の報
告があり、2019年度決算が了承された。
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8. 2020年度予算について
若松常務理事より、2020年度第1回理事会

（2020年5月20日開催）で承認された 2020年度予
算が報告され、了承された。小川理事長からは、
予算編成時期と理事会承認のタイミングの都合か
ら、通常と同様の予算編成を行っており、年度内
の支出の減少と次年度の支出の増加が予想される
点については、決算に際して繰り越しをあらため
て理事会で検討することが確認された。
9. 監事の選任について
小川理事長より、2020年度第1回理事会（2020
年5月30日開催）において、本年総会で任期が満
了する犬塚元監事の後任に、坂本治也会員（関西
大学）を選任したことが報告され、了承された。
任期は 2023年度総会までの 3年間である。
10.  2021年度の理事選出選挙ならびに関連規程
の制定について
小川理事長より、新型コロナウィルスの感染対
策の観点から、理事選挙に伴う物理的な作業が困
難になる可能性を踏まえ、2021年度に実施され
る理事選挙について郵便投票に代えて電子投票で
の実施を可能とする時限的な規程として、「2021
年度に実施される日本政治学会理事選出選挙に関
する規程」が理事会において承認されたことが報
告された。
11.  『 年報政治学』・Japanese Political Science 
Review の発行ならびに関連規程の改定につ
いて
小川理事長より、予算、運営上の問題から 2
ジャーナル体制の維持が困難であるという議論が
前理事会から行われており、隔年刊の英文雑誌に
ついては現在編集中の号をもって休刊とする方向
を近く理事会決定すべく、以降の号での掲載を想
定した投稿の受付を停止したことが報告された。
若松常務理事からは、これに伴って『年報政治
学』の関連規程を整備したほか、Online Appen-
dix の整備や提出ファイルのフォーマットなどい
くつかの修正が行われたことが報告された。
12. 第2回日本政治学会若手論文優秀賞について
第2回日本政治学会若手論文優秀賞の受賞作と
して以下の二論文が選出され、昨日の共通論題に
先立って表彰式を行ったことが報告された。井関
竜也「なぜ国は州政府を憲法裁判所に訴えるのか

――選挙戦略としての訴訟提起――」（『年報政治
学』2020-Ⅰ号掲載）。末木孝典「明治期議院規則
における傍聴規定の成立過程――選挙権なき女性
の政治参加を論点として――」（『年報政治学』
2020-Ⅰ号掲載）。
13.  女性研究者の学会参画に関する検討ワーキン
ググループの報告について
小川理事長から、鈴木絢女理事を座長とする
ワーキンググループから、自己点検であると同時
に改革の前提となる調査が提出されたこと、学会
ウェブサイトで報告書を公開する予定であること
が紹介された。
14. 各種委員会報告
①2020年度企画委員会
三浦まり委員長から、大会が順調に進行してい
ることが報告され、遠藤オンライン実施アドバイ
ザー、唐渡開催校担当理事、若松常務理事の尽力
に謝意が評された。また企画委員会の企画は原則
マネルとならないようにするなど、多様性への配
慮を心掛けたこと、外国人や外国大学在籍の会員
の参加が増えたことが報告された。
②年報2019-Ⅱ編集委員会
宇野重規委員長から、予定通り刊行されたこと
が報告された。
③年報2020-Ⅰ編集委員会
谷口尚子委員長から、予定通り刊行されたこと
が報告された。
④年報2020-Ⅱ編集委員会
田村哲樹委員長から、順調に編集が進められて
いることが報告された。
⑤年報2021-Ⅰ編集委員会
岩崎正洋委員長から、年報編集委員会の企画に
基づく分科会が昨日開催されるなど準備が進めら
れていることが報告され、積極的な投稿が呼びか
けられた。
⑥年報2021-Ⅱ編集委員会
平田武委員長から、「新興デモクラシー諸国の
変貌」をテーマに準備が進められていることが報
告され、積極的な投稿が呼びかけられた。
⑦2019年度文献委員会
福島康仁委員長から、既に年報に掲載されたこ
とが報告され、会員の協力に謝意が示された。
⑧2020年度文献委員会
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大西裕委員長から、作業が順調に進行している
ことが報告された。
⑨2020年度書評委員会
磯崎典世委員長から、既に年報に掲載されたこ
とが報告された。
⑩2021年度書評委員会
外池力委員長から、作業が順調に進行している
ことが報告された。
⑪査読委員会
鏑木政彦委員長から、2020-Ⅰ号については 29
本の投稿があり 11本が掲載可となったこと、
2020-Ⅱ号については 13本の投稿があり 8本が掲
載可となったことが報告された。
⑫英文雑誌編集委員会
五百旗頭薫委員長から、Japanese Political 
Science Review の第5号に対して 7本の投稿があ
り、2本が掲載可となり既にオンラインで刊行さ
れたことが報告された。
⑬研究交流委員会
名取良太委員長から、今研究大会では 7つの分
科会設置の申し込みがあったことが紹介され、引
き続き積極的な応募が呼びかけられた。
⑬国際交流委員会
久保慶一委員長から、派遣者を決定した枠組に
おいて対象の研究大会が延期・中止になり予算執
行ができていない状態であること、韓国政治学会
（KPSA）から 2名の派遣者をえて国際交流パネ
ルを終えたことが報告された。
⑭IPSA担当理事
粕谷祐子理事から、2020年リスボン大会が
2021年7月に延期されており、現時点では予定通

り開催の予定だがオンラインの可能性もあること
が報告された。
15. 2021年度総会・研究大会の開催について
小川理事長から、2021年度は日本大学で総会・
研究大会を実施する予定であることが報告され、
岩崎正洋開催校担当理事から、準備が進められて
いることが報告された。
〈事務局追記〉事情により、総会で報告された日
程とは異なり、2021年9月25日（土）・26日（日）
の開催に変更された。
16. 理事長退任挨拶
小川理事長より、会員、役員各位により活発な
学会活動が支えられ、また日本政治学会ジャーナ
ルの将来構想に関するワーキンググループ、女性
研究者の学会参画に関する検討ワーキンググルー
プをはじめ学会の将来のための熟議の機会が与え
られたことに謝意が述べられた。
17. 新理事長就任挨拶
大西裕新理事長より、前理事長、前理事会およ
び前事務局に謝意が表された。その上で新理事会
の課題として、第一に新型コロナウィルスが学会
運営に大きな衝撃となっていることへの対応、第
二に関連学会との連携の模索、第三に学会におけ
る多様性への配慮、の 3点を重視して進めていく
方針が示された。
18. 閉会挨拶
唐渡大会開催校担当理事より、総会参加者に対
し謝意が示されたのち、2020年度総会の閉会が
宣言された。

以上

事務局より

事務局移転のお知らせ

2020年9月に、事務局が立教大学から神戸大学
に移転しました。新事務局の連絡先は、以下のと
おりです。
〒657‒8501 兵庫県神戸市灘区六甲台町2‒1
神戸大学法学部内
日本政治学会事務局

jpsa-office[at]jpsa-web.org
前事務局に対する皆様からのご協力に感謝申し
上げますとともに、新事務局への一層のご支援を
よろしくお願い申し上げます。

メーリングリスト登録確認のお願い

会員の方でメーリングリストへの登録があって
も、利用サーバーの状況や古いアドレスなどが理
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由で学会からの案内が届かない方がいらっしゃい
ます。また、マイページの操作ではメーリングリ
ストへの登録はできません。心当たりのある方、
また新規に登録を希望される方は、業務委託先の
（株）国際文献社までお問い合わせください。
jpsa-post[at]bunken.co.jp（日本政治学会会員業務
窓口）

会費納入についてのお願い

年会費をまだ納入されていない方が若干おられ
ます。何とぞ速やかに納入していただきますよ
う、ご協力をお願いいたします。一般会員は
10,000円、学生会員、シニア会員は 5,000円です。
終身会員（一時金30,000円または 20,000円）の制
度もございますので、ご利用ください（詳しく
は、日本政治学会ウェブサイト http://www. 
jpsa-web.org/contact/faq-others.html をご参照く
ださい）。郵便振替により、以下の口座番号、加
入者名あてに納入をお願いいたします。 
口座番号：00120‒2‒500664 
加入者名：日本政治学会
なお、2020年度末までに 2020年度および 2019
年度の会費を納入されなかった会員の方は、「日
本政治学会規約」第8条に基づき、自動的に退会
扱いとなりますのでご注意ください。会費の納入
状況につきましては、「マイページ」でご確認く
ださい。

訃報

下記の会員が逝去されました。謹んで哀悼の意
を表します。
今井清一氏  横浜市立大学名誉教授　近代日

本政治史　1924年生
大森美紀彦氏  神奈川大学非常勤講師　日本政

治思想史　1952年生
宮﨑伸光氏  法政大学法学部教授　地方自

治・地域政治論　1957年生
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